
  

 

 

２ ０ ２ ６ 年 ６ 月 １ ６ 日 

一般財団法人運輸総合研究所 

提言発表 
「コンテナターミナルにおける 

陸海の結節の効率化に関する提言」 
―「降ろし取り」の普及展開による 

港湾物流の効率化・脱炭素化に向けて― 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

一般財団法人運輸総合研究所（会長：宿利 正史、事務所：東京都港区）は、2024 年度に立ち上

げた「コンテナターミナルにおける陸海の結節の効率化検討委員会」（座長：加藤浩徳・東京大学大

学院工学系研究科教授）の成果として取りまとめた提言を発表します。 

また、提言の内容を踏まえた、コンテナターミナルにおける陸海の結節の効率化に向けた課題

と将来像について、7 月 21 日（火）に運輸総合研究所 2 階会議室にて「第 2 回 物流シンポジウ

ム ―コンテナターミナルにおける陸海の結節の効率化―」（参加無料）を開催し、検討委員会の

メンバーや有識者による議論を行います。 

 

■提言内容 
 

「コンテナターミナルにおける陸海の結節の効率化に関する提言」 

―「降ろし取り」の普及展開による港湾物流の効率化・脱炭素化に向けて― 

１．「降ろし取り」の効果を可視化し、導入又は実施率向上の判断指標を共有する（短期）  

２．関係者間で搬出入データを共有・活用できる仕組みを整備し、「降ろし取り」の実施率向上につなげる（中期）  

３．物理的制約及び安全性に関する課題を整理し、実行可能な対応策を段階的に講ずる（長期）  

４．東京港大井ふ頭再編に向けて、「降ろし取り」の導入及び実施率の向上を戦略的に検討・実践することが望まれる（中長期） 
 

運輸総研ニュース 

○ドライバー不足を背景に、国内物流の効率化は喫緊の課題となっています。特に、コン

テナが集中する港湾における、トラックのゲート前での長時間待機は深刻な問題となっ

ています。 

○運輸総合研究所では課題解決に向けて、日本ではあまり普及していない「降ろし取り」

（トラックが１回の入退場で搬入・搬出両方の作業を行う運用形態）の効果を検証しま

した。その結果、トラック事業者・ターミナル事業者双方に明確な定量メリットがあ

り、港湾に関連するステークホルダーにとって有効な施策であることを確認しました。 

○上記を踏まえ、ターミナルの効率的な運用とユーザーに対する利便性向上に資する 4 つ

の提言をとりまとめたので発表します。7 月 21 日（火）には、産官学の有識者を招い

てシンポジウムを開催し、提言内容を踏まえたテーマについて議論を行います。 



  

 

 
■提言の背景 

 

ドライバー不足を背景に、国内物流の効率化は喫緊の課題となっています。特に、陸海の結節

である港湾ターミナルにおける、トラックのゲート前での長時間待機が深刻な問題となっていま

す。 

こうした状況を受け、一般財団法人運輸総合研究所では、関連する民間企業・国・大学の専門

家で構成する「コンテナターミナルにおける陸海の結節の効率化検討委員会」を設置し、トラッ

クのゲート前での長時間待機が改善されない要因を分析するとともに、その改善に向けた効果的

な施策について議論を行ってきました。 

 

■解決策の検証 
 

課題解決に向けた最優先施策として、1 台のトラックが 1 回のターミナル入退場で搬入・搬出

の 2 作業を完了させる運用形態である「降ろし取り」を選定し、検証を行いました。 

具体的には、東京港において、「降ろし取り」を積極的に推進している Y2 ターミナルの１ヵ月

間の実データをベースに、「降ろし取り」の実施率を現状 18%から 10 ポイント増加させたシミュ

レーション分析を行いました。その結果、1,584 台のトラック削減（20,275 台→18,691 台）、

月間ヤード内滞留時間の総計 79 時間削減、コンテナ１本当たりターンタイム※の 7.4%削減、

CO2 排出量の 5.8%削減が期待できるという結果を得ました。 

※ターンタイム：本提言では、「車両が並び始めてからゲートアウトするまでの総滞留時間」と定義します。 

 

■提言の目的 
 

上記の検証結果から、「降ろし取り」はトラック台数の削減、ゲート前・ヤード内滞留時間の削

減により、トラック事業者だけではなく、ターミナル事業者にも明確な定量メリットがあること

が確認できました。また、トラックの CO2 排出量削減にも資することから自治体・周辺環境への

効果が高く、港湾に関連するステークホルダーにとって、有効な施策と言えます。 

そこで、「降ろし取り」により運ばれるコンテナ本数を増加させ、かつ、コンテナターミナルが

陸側の情報を活用し、ターミナルの効率的な運用とユーザーに対する利便性向上に資することを

目標に、提言を発表します。 

 

※提言の概要版は 別紙 をご覧ください。 

 

※提言全文は運輸総合研究所ホームページにて公開しています。 

 https://www.jttri.or.jp/news/2026/20260616003356.html 
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■シンポジウムの開催 

 

7 月 21 日（火）に開催するシンポジウムでは、上記の提言を広く公表するとともに、検討委員

会の委員を中心に、学識経験者、物流の関係者等が登壇します。提言内容を踏まえ、コンテナタ

ーミナルにおける陸海の結節の効率化に向けた課題と将来像について議論を行います。 
 

第 2 回 物流シンポジウム 

―コンテナターミナルにおける陸海の結節の効率化― 
 

＜日 時＞ 2026 年 7 月 21 日（火） 13:30 ～ 16:45 

＜開催場所＞ 運輸総合研究所 2 階会議室 ※オンライン配信（Zoom ウェビナー）併用 

＜主 催＞ 一般財団法人運輸総合研究所 

＜申込み＞ 下記の URL または QR コードよりお申込みください。（参加無料） 

https://krs.bz/jterc/m/symposium260721 

＊来場参加申込締切：2026 年 7 月 16 日（木）17 時まで 

（ただし会場定員に達し次第、締め切らせていただきます） 

＊オンライン配信視聴は直前まで受け付けております 

＊来場取材される報道関係者は、上記リンク先の「申込み」フォームより 

「報道関係者（来場取材）」を選択し、登録をお願いします。 

 
■プログラム（6/16 時点） 

※内容は変更となる場合があります。最新の情報は当研究所 HP でご案内します。 

https://www.jttri.or.jp/events/2026/symposium260721.html 
 

【開会挨拶】 

  宿利 正史      運輸総合研究所会長 
 
【提言報告】 

 「『降ろし取り』の普及展開による港湾物流の効率化・脱炭素化に向けて」 

  辻本 秀行      運輸総合研究所研究員 
 
【パネルディスカッションおよび質疑応答】 

〔モデレーター〕 

  加藤 浩徳      東京大学大学院工学系研究科社会基盤学専攻教授 
 

〔パネリスト〕 

  今井  久       オーシャンネットワークエクスプレスジャパン株式会社 

             P&N 本部 港湾部 部長 

  渋木  実       株式会社ダイトーコーポレーション ターミナル事業部 

             大井事業所オペレーション部部長 

  大森 孝生      運輸総合研究所特任研究員 

他 調整中    
 

【閉会挨拶】 

  屋井 鉄雄      運輸総合研究所 所長 

 

 

 

https://krs.bz/jterc/m/symposium260721
https://www.jttri.or.jp/events/2026/symposium260721.html


  

 

【参考】 
 
●本研究調査のこれまでの経緯 

 

「海と陸の機能の連携による陸海の結節の効率化・利便性の向上に関する研究調査」 

https://www.jttri.or.jp/research/port/container_terminal.html 

 

●運輸総合研究所における関連研究 

 

・提言 “持続可能な物流システムの構築に向けて ～解決のカギは「デジタル技術」～” 

 （2024 年 5 月 23 日発表） 

https://www.jttri.or.jp/00_butsuryu_kagami.pdf  
 
・第１回物流シンポジウム 

「持続可能な物流システムの構築に向けて ～解決のカギは「デジタル技術」～ 」 

 （2024 年 7 月 22 日開催） 

https://www.jttri.or.jp/events/2024/symposium240722.html 

 

●運輸総合研究所について 

 

名称 一般財団法人 運輸総合研究所（略称：運輸総研、JTTRI） 

所在地 東京都港区虎ノ門 3 丁目 18 番 19 号 UD 神谷町ビル 

役員 代表理事・会長 宿利 正史 

理事長     和田 浩一 

所長      屋井 鉄雄 

専務理事    奥田 哲也 

沿革 1968 年 10 月  財団法人運輸経済研究センター 設立 

1991 年 2 月  米国ワシントン D.C.に「ワシントン事務所」（現ワシントン国際問題研究所）を設置  

1998 年 4 月  財団法人運輸政策研究機構に改称 

2012 年 4 月   一般財団法人に移行 

2016 年 6 月  現名称に改称 

2021 年 4 月  タイ バンコクに「アセアン・インド地域事務所」を設置 

職員数 国内（本部） 77 名 

ワシントン国際問題研究所   12 名 

アセアン・インド地域事務所   7 名 （いずれも 2026 年 4 月 1 日現在） 
 

最新の活動状況はホームページに掲載しているほか、年４回発刊している機関誌「運輸総研だ

より」（冊子・WEB）にてご紹介しています。 
 

「運輸総研だより」最新号：Vol.18（2026 年春号） WEB 版はこちら 

 URL：https://www.jttri.or.jp/journal/dayori/dayori018.html 
 
 

運輸総合研究所は日本財団の助成を受けて活動を行っております。 
 

本件プレスリリースは、国土交通記者会、交通運輸記者会、建設専門紙記者会にお届けしています。 

 

【お問い合わせ】 

一般財団法人運輸総合研究所 

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 3-18-19（UD 神谷町ビル 3Ｆ） 

TEL   ：03－5470－8415         FAX：03－5470－8401 

E-mail：prinfo@jttri.or.jp 

担当：辻本、佐野、坂本    HP：https://www.jttri.or.jp/ 

https://www.jttri.or.jp/research/port/container_terminal.html
https://www.jttri.or.jp/00_butsuryu_kagami.pdf
https://www.jttri.or.jp/00_butsuryu_kagami.pdf
https://www.jttri.or.jp/events/2024/symposium240722.html
https://www.jttri.or.jp/journal/dayori/dayori018.html
mailto:prinfo@jttri.or.jp
https://www.jttri.or.jp/


別紙






















